
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、23年4月1日現在の人数である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものである。

　　　　　※　Ｈ24参考値は、国家公務員の時限的な給与特例法による減額措置を除いた場合の値

  　　　　　　である。

15.6

　　　　　千円

千円

5,448

　　　　　　　　　　　％

18.3

期末・勤勉手当

（参考）類似団体平均

　　一人当たり人件費

　　　　　　％

72,778 437,320

秩父別町の人事行政の運営状況

実質収支歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（23年度末） 19年度の人件費率　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　　Ｂ

人件費率

　　　　　千円

千円

59,387

　　　計　　B

248,480

千円

職員数 給　　　　　与　　　　　費

千円

2,702 2,806,359

46

給　 料　　　　　　Ａ 職員手当

19,203

区　分

区　分

23年度

23年度

人　 　　　　　　　千円

169,890

人件費 （参考）

一人当たり

給与費　Ｂ／Ａ

千円

5,402

(H19)
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(H19)
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

 　　　　 ある。                                                                          

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査においてあきらかに

されているものである。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手

当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

(2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

※　国家公務員欄における括弧書きは、時限的な給与特例法による減額措置を除いた場合の値

　　である。

平均給与月額

（国ベース）

349,023

327,050

      163,987

     (172,200)

      133,418

      (140,100)

349,009

－

342,605

399,324

平均給与月額

311,748

一般行政職

区　　　分

301,975

経 験 年 数 １ ０ 年

262,450一般行政職

140,100

大　学　卒 172,200

134,496

367,225

高　校　卒

165,312

　　　　　　　　　―

経 験 年 数 ２ ０ 年経 験 年 数 １ ５ 年区　　　         分

高　校　卒

大　学　卒

　　　　　　　　　―

秩父別町 北海道

40.7

       304,944

     (329,917)

秩父別町

42.8

310,750 340,152

45.4 332,232

42.3

国

類似団体

北海道

区 分 平均給料月額

国

376,339

       372,906

      (401,789)

平 均 年 齢
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３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注）１　秩父別町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

構成比

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

17.5

0.0

　　　　　　　　％

区　　分

１　　級

職員数

２　　級

係員の職務

0

　　　　　　　　人

7

４　　級

上級係員・主査の職務

５　　級

主査・係長の職務３　　級

6

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

15 37.5

22.5

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

15.0

　　　　　　　　％

7.5

課長・事務局長・指定課長補佐・

指定主幹の職務

9

課長補佐・主幹・指定係長の職務

指定課長・指定事務局長の職務

3

６　　級

　　　　　　　　人

１級17.5% １級18.0%

１級5.1%

２級0.0%

２級12.8%

３級37.5%

３級41.0% ３級46.2%

４級22.5%

４級20.5%

４級20.5%

５級15.0%

５級12.8%
５級5.1%

６級7.5%
６級5.1%

６級10.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

3



(2) 昇給期間短縮の状況(2) 昇給期間短縮の状況(2) 昇給期間短縮の状況(2) 昇給期間短縮の状況

　

（注）　平成18年度から特別昇給廃止のため短縮該当者なし。

４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（1.45 （1.45 （1.45

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（２４年４月１日現在）(2) 退職手当（２４年４月１日現在）(2) 退職手当（２４年４月１日現在）(2) 退職手当（２４年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2%～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

0.0

　　　　　　　　　人職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

22年度

59.28 59.28

　　　　　　　　　％

0

区　　　　　　　　　　　　分

23年度

全　職　種

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 50

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

月分 月分

秩父別町

普通昇給機関（１２～２４月）を

2.6 2.6

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

49　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

職 員 数

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

普通昇給機関（１２～２４月）を

41.3433.50

北海道

月分 月分

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

）月分

月分

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

2.6

59.28

23.50

41.34

30.55

59.2847.50 59.28 47.50

33.50

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％

秩父別町 国

23.50 30.55

59.28

2,705

1,329 1,550

0.0　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

1.351.35

0

　　　　　　　　　％

月分1.35

）月分（0.65 （0.65）月分）月分 ）月分（0.65 ）月分

－

国

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％
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 (3) 地域手当（２４年４月１日現在）(3) 地域手当（２４年４月１日現在）(3) 地域手当（２４年４月１日現在）(3) 地域手当（２４年４月１日現在）

0 千円

0 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 （22年度の制度完成時）（22年度の制度完成時）（22年度の制度完成時）（22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から

　　支給率を段階的に引き上げることとしている。

 (4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円45支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

犬取扱業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度）

手当の種類（手当数）

日額　500円

左記職員に対する支給単価

0

犬の捕獲又は殺処分業務に従事し、

又は補助したとき

0

支給対象職員数

全職員行路病死人取扱業務手当

1,620

全職員

支給実績（２２年度決算）

全職員

59

支給実績（２３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

伝染病防疫業務手当

身元不明の変死体又は行路病人の

収容、処理、取扱の業務に従事した

とき

2,118

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給実績（２３年度決算）

支給対象地域 支給率

対象地域なし

支給対象地域 支給率

日額　500円

国の制度（支給率）

支給実績（２３年度決算）

日額　500円

主な支給対象業務

伝染病が発生し又は発生するおそれ

がある場合に救護、処理消毒の業務

に従事したとき

手当の名称

0.0

主な支給対象職員

国の制度（支給率）
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(6) その他の手当（２４年４月１日現在）(6) その他の手当（２４年４月１日現在）(6) その他の手当（２４年４月１日現在）(6) その他の手当（２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

※役職加算　12％

（注）　給料及び報酬の（）内は、減額措置を行う前の金額である。

平均支給年額

千円5,952

任期ごとに支給

69,600

千円4,476

任期ごとに支給

 　 3.95   月分

554,000 ―

241,200

　　（23年度支給割合）

115,000

228,000 97,000

96,604

17,191

同

717,000

日直勤務を命じられ勤務し

た職員に支給　日額4200円

739

借家　家賃に応じて支給

　　　　（27,000円限度）

持家　10,000円

　（新築等5年間12,000円）

交通機関利用55,000円限度

自動車利用（距離に応じ）

　　　　　2,000円～24,500円

4,830

支給職員１人当たり

(830,000)

(594,000)

千円

（23年度決算）

副 町 長

区 分 給 料 月 額 等

町 長

給

料

期

末

手

当

238,080

154,345

150,000

420,000

480,000

251,000

3,673 367,254

　（支給時期）

千円

千円

千円

住居手当

通勤手当 209

持ち家なし

同

同

同

307,000

663,000

（参考）類似団体における最高／最低額

(669,000)

798,000

601,000

任期ごとに支給

町 長

副 町 長 給料月額×在職期間（年）×3.234

議 長

副 町 長 3.95　月分

教 育 長

議 員

町 長

　　（算定方式）

管理職手当

配偶者　　13,000円

配偶者以外の扶養親族

　　　　　　　1人　6,500円

配偶者なし   1人のみ11,000

円

16歳～22歳までの扶養親族

　月額1人5,000円加算

異

副 議 長

　　（23年度支給割合）

退

職

手

当

備考

教 育 長

給料月額×在職期間（年）×5.126

国の制

度との

異同

同

国の制度と

異なる内容

支給実績

（23年度決算）

(268,000)

(212,000)

(177,000)

190,800

給料月額×在職期間（年）×2.838

報

酬

宿日直手当

寒冷地手当

世帯主

　扶養親族のある職員

　　　　　　　月額　26,380円

　扶養親族のない職員

　　　　　　　月額　14,580円

その他の職員

　　　　　　　月額　10,340円

（経過措置あり）

手　当　名 内容及び支給単価

教 育 長

議 員 159,300

副 議 長

議 長

扶養手当

給料月額の８％以内
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６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）
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1

人人

55歳

6 1

31歳

7 7 7

7

人

50

59歳 以上

人

4

計

1

△1

△1

1

事務分掌見直しによる減

[　　　　70　　　　］ [           ］

2

50 △1

4

1

15

7

1 1

6

14

5

39

事務分掌見直しによる減

2

特政
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行門

教 育

小 計

小 計

一

般

行

政

部

門

議 会

総 務

商 工

　公

　営会

　企計

　業部

　等門
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そ の 他 2

1

小 計 4

下 水 1

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

20歳 20歳

～

24歳

人 人

39歳 43歳 47歳 51歳

人

27歳

2

56歳 60歳44歳 48歳

～ ～

52歳

～

事務分掌見直しによる増

4

人人 人 人

5

人

6

民 生 8

～

28歳

～

合　　計

51

～

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

～

職員数

0

人

8

2

[　　　　70　　　　］

7

税 務 1

5
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1衛 生

7
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(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

　①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員管理適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年4月1日現在）

3
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45 4

56 55

44

88 7 7

－

52

44

4

46

8

43

58

41

公営企業

等会計

計

職員数

増減

職員数

増減

職員数

一般行政

職員数

△3名（△5.2％）平成22年3月31日

58 49 △9

計画期間

数値目標

平成17年4月1日

職員数

平成22年4月1日

職員数

純減数 純減率

△15.5

20年

3年目

平 成 17 年 4 月 1 日

19年

2年目

始　期 終　期

17年

計画始期

区分

部門

46

21年

4年目

18年～21年

計

（参考）

数値目標

－

教育

消防

－

8

18年

1年目

58

職員数

増減

増減

4

増減
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７　職員の勤務時間、その他の勤務条件７　職員の勤務時間、その他の勤務条件７　職員の勤務時間、その他の勤務条件７　職員の勤務時間、その他の勤務条件

　(1) 勤務時間（標準的なもの）(1) 勤務時間（標準的なもの）(1) 勤務時間（標準的なもの）(1) 勤務時間（標準的なもの）

　(2) 休暇制度(2) 休暇制度(2) 休暇制度(2) 休暇制度

終了時刻 休息時間 休憩時間

給与の支給

３8時間45分 ８：３０ １７：１５ 廃止

(平成24年4月1日現在）

１週間の勤務時間

勤務時間の割振

週休日

開始時刻

有給

病気休暇

負傷及び疾病のため療養の必要があると

き

必要と認める期間

有給

（期間に応じ

減給措置有）

12:00～13:00

土曜日

日曜日

種類 取得条件 期間

年次有給休暇 公務の正常な運営に支障をきたさないとき

1年につき20日

20日を限度に翌年に

繰越すことができる

特別休暇

（主なもの）

忌引のとき

（ 主 な も の ）

配偶者 ７日以内

父母 ７日以内

子 ５日以内

祖父母 ５日以内

兄弟姉妹 ５日以内

結婚のとき 5日以内

必要と認める期間

有給

職員が出産するとき

出産予定日６週間前

から産後８週間を経過

する日までの期間

有給

証人、参考人等として官公署等に出頭す

るとき

必要と認める期間 有給

必要と認める期間

有給

法要のとき

父母、配偶者、子に

限り１日以内

有給

有給

選挙権その他公民としての権利を行使す

るとき

生後１年に達しない乳児に母乳を与えると

き

１日２回各30分 有給

災害により、交通が遮断されたとき

骨髄移植の提供者となるとき 必要と認める期間 有給

有給

2日以内 有給配偶者出産のとき

介護休暇

配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負

傷、疾病又は老齢により日常生活を営む

のに支障がある者の介護をするため、勤

務しないことが相当であると認められるとき

連続する６月の期間

内において必要と認

められる期間

小学校就学の始期に達するまでの子を養

育する職員が、その子の看護のため勤務

しないことが相当であると認められるとき

1年につき5日以内 有給

無給

夏季における盆等の諸行事、心身の健康

の維持及び増進又は家庭生活の充実の

ため、勤務を要しないことが相当と認めら

れるとき

７月から９月の期間内

における、連続する３

日の範囲内の期間

有給

有給ボランティア休暇

職員が自発的、かつ、報酬を得ないで社

会に貢献する活動を行う場合で、勤務しな

いことが相当であると認められるとき

1年につき5日以内
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８　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２４年度）８　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２４年度）８　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２４年度）８　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２４年度）

人

人

人

人

人

人

人

９　公平委員会の業務の状況（平成24年度）９　公平委員会の業務の状況（平成24年度）９　公平委員会の業務の状況（平成24年度）９　公平委員会の業務の状況（平成24年度）

１０　職員の服務の状況（平成２４年度）１０　職員の服務の状況（平成２４年度）１０　職員の服務の状況（平成２４年度）１０　職員の服務の状況（平成２４年度）

人

人

人

人

人

人

人

区分 処分者数 該　　　当　　　事　　　項

・勤務成績が良くない場合（地公法第28条第1項第1号）

・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪え

ない場合（地公法第28条第1項第2号）

・必要な適格性を欠く場合（地公法第28条第1項第３号）

・職制、定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じ

た場合（地公法第28条第1項第4号）

免職 0

休職 0

・心身の故障の場合（地公法第28条第2項第1号）

・刑事事件に関し起訴された場合（地公法第28条第2項第1号）

0

減給 0

戒告 0

分

限

処

分

降任 0

（注）分限処分は、公務能率の維持を目的に職員に対して行われる処分です。

　　　懲戒処分は、職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分で

す。

　職員が、給与、勤務時間その他の勤務条件について適当な措置を行うよう要求したり、分限

や懲戒などの処分を受けた場合の不服申し立ての機関として、関係法令に基づき、市は公平

委員会を設置しています。公平委員会では、勤務条件に関する措置要求や不服申し立てが

あった場合に、任命権者の人事権が適正に行使されるよう助言や審査などを行います。

　平成24年度中の公平委員会での審査などの状況は、勤務条件に関する措置の要求および

不利益処分に関する不服申し立ては、いずれもありませんでした。

区分 内容 違反者数

懲

戒

処

分

免職 0

・法律に違反した場合（地公法第29条第1項第1号）

・職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合（地公法第29条

第1項第2号）

・全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合（地公法

第28条第1項第3号）

停職

法令等及び上司の職務上の命

令に従う義務（地公法第32条）

職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共団体の規

則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上

司の職務上の命令に忠実に従わなければならない。

0

信用失墜行為の禁止（地公法

第33条）

職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような

行為をしてはならない。

0

秘密を守る義務（地公法第34

条）

職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、また、同様とする。

0

職務に専念する義務（地公法

第35条）

勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行の

ために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務

にのみ従事しなければならない。

0

政治的行為の制限（地公法第

36条）

政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの

団体の役員となつてはならず、又はこれらの団体の構成員と

なるように、若しくはならないように勧誘運動をしてはならな

い。

0

争議行為等の禁止（地公法第

37条）

地方公共団体の機関が代表する使用者としての住民に対し

て同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は地方公共団

体の機関の活動能率を低下させる怠業的行為をしてはなら

ない。

0

営利企業等の従事制限（地公

法第38条）

任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業

を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等を兼ね、

若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得

ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。

0

10



１１　職員の研修の状況（平成２４年度）１１　職員の研修の状況（平成２４年度）１１　職員の研修の状況（平成２４年度）１１　職員の研修の状況（平成２４年度）

人

人

人

人

人

１２　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２４年度）１２　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２４年度）１２　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２４年度）１２　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２４年度）

人

人

研修先 研修内容 受講者数

総務省自治大学校 第３部 1

市町村職員中央研修所

住民と行政の協働

住民との連携による安心・安全のまちづくり

2

空知管内町村職員研修 初級 4

管理能力 3

合計 10

市町村職員研修センター

　職員の生活の安定と福祉の向上を図るため、地方公務員等共済組合法に基づく北海道市町村

職員共済組合に加入しています。共済組合は、医療保険制度としての短期給付や年金制度として

の長期給付などの共済事業を実施することにより職員の福利厚生の充実を図っています。

　また、職員の健康増進・元気回復などの福利厚生事業については、本町職員で組織する町職員

親睦会への助成などを通じて実施しています。平成24年度の助成金額は430千円を交付していま

す。

　このほか、職員の健康管理のため総合検診（人間ドック）、定期健康診断（住民健診）を実施し、

職員が安心して仕事に専念できる環境をつくっています。

健康診断の実施状況

住民健診 14 総合検診該当者以外の職員

種 類 受 診 者 対 象 者

総合検診（人間ドック） 38 30歳以上の職員（30～40歳は隔年で受診）
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